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■　予算の概要

（単位：千円、％）

補正前予算額　Ａ 補正予算額　Ｂ 計　　Ａ＋Ｂ 伸　率

16,923,061 231,880 17,154,941 1.4

市 立 診 療 所 等 35,624 0 35,624 -

農林業者労働災害共済 2,720 0 2,720 -

国 民 健 康 保 険 3,542,342 608 3,542,950 0.0

介 護 保 険 4,826,095 70,581 4,896,676 1.5

後 期 高 齢 者 医 療 621,695 11,425 633,120 1.8

駐 車 場 13,795 0 13,795 -

住 宅 ・ 工 業 団 地 事 業 59,230 0 59,230 -

計 9,101,501 82,614 9,184,115 0.9

上 水 道 事 業 1,901,937 0 1,901,937 -

下 水 道 事 業 3,491,500 0 3,491,500 -

病 院 事 業 7,368,321 0 7,368,321 -

計 12,761,758 0 12,761,758 -

38,786,320 314,494 39,100,814 0.8

会 計 別 総 括 表

合　　　　計

区 分

公営
企業
会計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

一 般 会 計
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■　事業の概要

一般財源

■令和２年度収支差額の積立金

財産 1,223 ■不動産売払収入及び寄附金の積立金
寄附 18,543

合　計 58,514 19,766 38,748 63,488

一般財源

寄附 667 ■寄附金の積立金

■住民主体の住みよいまちづくりを推進するための
　地域住民団体のコミュニティ活動に対する補助金
　の増額

国 1,000 ■Ｕターンの促進及び地域経済の活性化を図るため
　のＵ－４０成人式の開催等に対する補助金

合　計 2,097 1,667 430 16,970

一般財源

国 22,000 ■公共施設への再生可能エネルギー導入可能性調査
　及び導入方針の策定等を実施
　
■本市における温室効果ガス排出量の将来試算を行

国 10,000 　い、２０５０年ゼロカーボンシティの実現に向け
　たロードマップの検討を実施
　

合　計 32,000 32,000 32,000

総務1

担当課 説明資料
特定財源

総務2

2 コミュニティ助成事業費 430

1 水源の里活性化事業費 667 11,790 定住・地域政策課

430 4,180 市民協働課

3 Ｕ－４０成人式開催事業費 1,000 1,000 定住・地域政策課

総務31
再生可能エネルギー設備導入
調査事業費

22,000 22,000 環境企画課

2 地域振興基金積立金 19,766 24,705 財政課

　　第６目　企画費
番号 事項（事業）名 補正予算額

財　源　内　訳
事項（事業）の概要 補正後予算額 担当課 説明資料

特定財源

説明資料
特定財源

1 財政調整基金積立金 38,748

2
ゼロカーボンシティ推進事業
費

10,000 10,000 環境企画課 総務4

38,748 38,783 財政課

　　第８目　環境交通対策費
番号 事項（事業）名 補正予算額

財　源　内　訳
事項（事業）の概要 補正後予算額

　一般会計

（単位：千円）
第２款　総務費
　第１項　総務管理費
　　第５目　財産管理費

番号 事項（事業）名 補正予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 補正後予算額 担当課
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一般財源
社会福祉課

こども支援課
社会教育課

■事業の精算等に伴う過年度国・府支出金等の返還 障害者支援課
　金 市民・国保課

高齢者支援課
保健推進課

合　計 38,370 38,370 38,370

一般財源

寄附 674 ■寄附金の積立金

合　計 674 674 1,679

一般財源

国 570 ■宮代コミュニティセンターのエレベーターを改修
市債 6,400

合　計 9,913 6,970 2,943 20,372

一般財源

繰入 10,000 ■林業経営の集積・集約化を推進するため、森林境
　界明確化の事業量を拡充

合　計 10,000 10,000 47,020

（単位：千円）

担当課 説明資料
特定財源

番号

農水1林政課1 森林経営管理推進事業費 10,000 47,020

人権推進課 民生1

説明資料
特定財源

　　第１３目　諸費
番号 事項（事業）名 補正予算額

財　源　内　訳
事項（事業）の概要 補正後予算額

1 38,37038,37038,370過年度国・府支出金等返還金

　　第５目　社会福祉施設費
番号 事項（事業）名 補正予算額

財　源　内　訳
事項（事業）の概要 補正後予算額

事項（事業）名 補正予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 説明資料
特定財源

補正後予算額 担当課

第６款　農林水産業費
　第２項　林業費
　　第２目　林業振興費

1 社会福祉事業基金積立金 674 1,679 社会福祉課

担当課

1
宮代コミュニティセンター改
修事業費

9,913 2,943 20,372

補正後予算額

第３款　民生費
　第１項　社会福祉費
　　第１目　社会福祉総務費

説明資料
特定財源

番号 事項（事業）名 補正予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 担当課
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一般財源

市債 32,800 ■Ｉ・Ｔビルの非常用発電機及び防災設備を改修

■年末年始を見据え、商工関係団体や市内事業者が
　連携して取り組む販売促進活動に対する支援を拡
　充

国 18,000 ■緊急事態宣言に伴い、特に影響を受けた事業者へ
　の支援を拡充

国 5,000 ■国の月次支援金の支給要件を満たさない事業者へ
　の支援

国 10,000 ■「京都府新型コロナウイルス感染防止対策認証制
　度」による認証を受けた飲食店への給付金

合　計 75,879 65,800 10,079 138,458

一般財源

国 558 ■都市交流拠点施設（通称：あやべ特産館）に買い
　物かご用の除菌機器を整備

合　計 558 558 21,076

一般財源

国 1,135 ■救急搬送時における新型コロナウイルス感染症対
　策のための資機材の整備等

合　計 1,135 1,135 10,293

救急業務費 1,135 10,293 消防本部 消防1

商工労政課 商工2

第７款　商工費
　第１項　商工費

第９款　消防費

財　源　内　訳
事項（事業）の概要 補正後予算額 担当課

　　第２目　商工振興費
番号 事項（事業）名 補正予算額

3
あやべ緊急事態措置関連事業
者支援事業費

32,879 79 45,458 商工労政課

　　第１目　常備消防費
番号 事項（事業）名

観光交流課 商工3

1 Ｉ・Ｔビル大規模改修事業費

20,000

説明資料
特定財源

　　第３目　観光費
番号 事項（事業）名 補正予算額

財　源　内　訳
事項（事業）の概要 補正後予算額 担当課 説明資料

特定財源

5
感染防止対策認証制度推進事
業費

10,000 10,000 商工労政課 商工5

商工1

2 販売促進キャンペーン事業費 10,000 10,000

18,000 58,000

商工労政課 商工4

21,076

　第１項　消防費

補正予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 補正後予算額 担当課 説明資料
特定財源

1

（単位：千円）

4 あやべ月次支援事業費 5,000 5,000

1 都市交流拠点施設運営事業費 558 観光交流課
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（単位：千円）

一般財源

国 2,000 ■新型コロナウイルス感染症対策を図るため、感染
　防止物品を整備

合　計 2,000 2,000 14,647

一般財源

寄附 740 ■寄附金の積立金

合　計 740 740 922

1 教育振興基金積立金 740 922 学校教育課

事項（事業）の概要 補正後予算額 担当課 説明資料
特定財源

財　源　内　訳

社会教育課1 災害対策費 2,000 14,647

番号

　　第５目　災害対策費
補正予算額事項（事業）名

第１０款　教育費
　第１項　教育総務費
　　第２目　事務局費

番号 事項（事業）名 補正予算額
財　源　内　訳

事項（事業）の概要 補正後予算額 担当課 説明資料
特定財源
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（単位：千円）

　住民主体のコミュニティ活動を促進し、創意と活力に満ちた住みよい地域社会を形成
　目標：コミュニティ助成事業数　5年間（令和3年度～令和7年度）：50件

目　的
・

目　標

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

　補助申請件数の増加に伴う補正

補 正 後 予 算 額

総合計画
（章）

自治を高め心のつながりのある
まち

（節）

補正理由

拡充

背　景
・

経　緯

・少子高齢化や若者の人口流出、後継者や担い手不足などが地域の活力
を弱めコミュニティ崩壊の危機を誘発
・住民主体のコミュニティ活動を促進するとともにコミュニティ活動に
関する地域住民の負担を少しでも減らすため事業を開始
・令和2年12月の積雪で草壁公民館の屋根の棟がずれ、雨漏りが発生し
ているため修繕が必要

430

　■地域住民が組織する団体が実施する取組や施設・設備の新築及び整備等について補助金
　を交付
　　○ハード事業
　　　・住民団体が実施するコミュニティ活動に必要な施設及び設備等の整備で、補助対象
　　　経費が、600千円以上のもの
　　　・補助対象経費の3分の1以内とし、1,500千円を限度（自治会集会施設の新築又は全
　　　面改築は3,000千円を限度）
　　○実施予定団体
　　　・草壁自治会（公民館屋根修繕及び掲示板改修工事）

事業概要

総務1

事業名 　コミュニティ助成事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

430

期待される
効果

・地域課題の解決、地域住民同士のふれあい、助け合いにより地域が活
性化

市民協働課　市民活動推進担当 TEL 42-4248

4,180

事業費
内訳

・負補　430（ハード事業1件分）

市民活動の促進と地域の活性
化

　特　定　財　源　の　内　訳

市民参加の
状況

・地権者・関係者の承諾に対する自治会の協力
・地域住民参加による課題解決

他市の取組
状況

・福知山市、舞鶴市、宮津市：集会所等の修繕について同様の制度あり

担当課・
担当
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（単位：千円）

　30歳、40歳の節目に「ふるさと」を振り返る機会を提供することによるＵターンの促進及
び式典参加者の市内店舗利用による地域経済の活性化

目　的
・

目　標

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

　新型コロナウイルス感染症収束後の移住・定住を促進するための補正

補 正 後 予 算 額

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節）

補正理由

新規

背　景
・

経　緯

・本市では、市、市民、地域等が協働し全国に先駆けた定住促進の取組
を続けてきたが、人口は年々減少
・「移住立国」をキーワードに本市全体が更なる協力を深め、定住促進
に向けた様々な取組を実践
・新型コロナウイルス感染症の拡大を契機とした、新たな移住・定住施
策（Ｕターン施策）の展開が必要

事業概要

　■市内団体で組織する実行委員会が実施するＵ－４０成人式開催等に対する補助金
　　○式典概要
　　　・対象者：令和3年度に30歳又は40歳を迎える本市出身者及び在住者
　　　　　　　　（平成3年4月2日から平成4年4月1日生まれ又は昭和56年4月2日から昭和57
　　　　　　　　　年4月1日生まれ）
　　　・開催予定日：令和4年2月11日（金・祝）
　　  ・開催場所：あやべ・日東精工アリーナ（市民センター）
　　○市内店舗の利用を促進するための企画を実施

総務2

事業名 　Ｕ－４０成人式開催事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

1,000
1,000

期待される
効果

・Ｕターンの促進による人口の増加
・新型コロナウイルス感染症により落ち込んだ市内経済の活性化

定住・地域政策課　定住促進担当 TEL 42-4270

1,000

・負補　1,000（1団体）

事業費
内訳

移住・定住の促進 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 1,000

市民参加の
状況

・市民、団体、企業等の理解と協力体制の強化

他市の取組
状況

担当課・
担当
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（単位：千円）

　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金 22,000

事業費
内訳

・委託　22,000（調査、設計）

市民参加の
状況

他市の取組
状況

・近隣市：同様の取組あり

担当課・
担当

環境企画課　環境企画担当 TEL 42-0503

背　景
・

経　緯

・菅内閣総理大臣が、2020年10月26日の国会所信表明演説にて、「2050
年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする、すなわちカーボ
ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと」を宣言
・これにより、国の環境政策は急激に変化しており、本市においても本
年9月に「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、積極的な地球温暖化対策
を推進

期待される
効果

・再生可能エネルギー導入による環境・経済・防災面での効果の把握
・設備導入に当たっての阻害要因やその対応策の把握による導入方針の
決定
・導入年次計画の明確化

22,000

総務3

事業名 　再生可能エネルギー設備導入調査事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

22,000
22,000

　■公共施設への再生可能エネルギー導入可能性調査の実施
　　○調査予定：52施設（電気などエネルギー消費量の多い施設や避難所等）
　■再生可能エネルギー導入施設の検討
　　○調査結果に基づく導入年次計画の作成
　■基本設計の実施

　公共施設への再生可能エネルギーの導入を進めることで、市民の再生可能エネルギーに対
する理解促進を図り、2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとするゼロカーボンシ
ティの実現に寄与

事業概要

目　的
・

目　標

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

　公共施設への再生可能エネルギー導入可能性調査及び導入方針の策定等を行うための補正

補 正 後 予 算 額

総合計画
（章）

環境をととのえ健康のあふれる
まち

（節）

補正理由

新規

環境保全と廃棄物対策の推進
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（単位：千円）

　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 10,000

事業費
内訳

・報酬　  707（会計年度任用職員）
・職手　  150（期末手当）
・共済　  137（社会保険等）
・旅費　　 12（通勤）
・委託　8,994（調査）

市民参加の
状況

・事業、施策の整理に当たっては、地域の関係者と連携

他市の取組
状況

・福知山市、宮津市、京丹後市、与謝野町：ゼロカーボンシティ宣言済

担当課・
担当

環境企画課　環境企画担当 TEL 42-0503

背　景
・

経　緯

・菅内閣総理大臣が、2020年10月26日の国会所信表明演説にて、「2050
年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする、すなわちカーボ
ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと」を宣言
・これにより、国の環境政策は急激に変化しており、本市においても本
年9月に「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、積極的な地球温暖化対策
を推進

期待される
効果

・ゼロカーボンシティの実現に向けた取組の整理
・地域の様々な資源を活用し、課題を解決しようとする地域ビジネスの
創発

10,000

総務4

事業名 　ゼロカーボンシティ推進事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

10,000
10,000

　■将来イメージの整理
　■温室効果ガス排出削減目標量の試算
　■取組類型ごと（家庭、製造業等）の温室効果ガス排出削減目標量試算
　■綾部市における再生可能エネルギーの導入可能性の検討
　■取組類型ごとの脱炭素に係る事業・施策の精査・整理

　本市における温室効果ガス排出量の将来試算を行うことによる、2050年ゼロカーボンシ
ティの実現に向けたロードマップの検討

事業概要

目　的
・

目　標

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

　本市における温室効果ガス排出量の将来試算を行い、2050年ゼロカーボンシティの実現に
向けたロードマップの検討を行うための補正

補 正 後 予 算 額

総合計画
（章）

環境をととのえ健康のあふれる
まち

（節）

補正理由

新規

環境保全と廃棄物対策の推進
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（単位：千円）

背　景
・

経　緯

・宮代コミュニティセンターのエレベーター点検の実施により、制御盤
や操作盤の設備の取替等が必要であることが判明

　■宮代コミュニティセンターの施設改修
　　○エレベーター改修
　　　・制御盤、操作盤の取替等　一式

事業概要

　施設点検に伴うエレベーター改修のための補正

補 正 後 予 算 額

事業費
内訳

・工請　9,913（施設改修）

　宮代コミュニティセンターを改修し、来館者の安全性と利便性を向上

目　的
・

目　標

民生1

事業名 　宮代コミュニティセンター改修事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

9,913
570

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

総合計画
（章）

期待される
効果

・来館者の安全の確保や利便性の向上

市債

人権尊重社会の実現 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 社会資本整備総合交付金 570

6,400

2,943

拡充

補正理由

市債

人権推進課　人権福祉センター担当 TEL 42-4249

市民参加の
状況

・宮代コミュニティセンターの利用状況
　　令和元年度　コミュニティホール：6,948人
　　　　　　　　共同集会所　　　　：1,059人
　　令和2年度 　コミュニティホール：2,953人
　　　　　　　　共同集会所　　　　：  926人

他市の取組
状況

担当課・
担当

平和をねがい祈りのあるまち （節）

20,372

6,400
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（単位：千円）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節）

47,020

林政課　林業振興担当 TEL 42-4362

市民参加の
状況

・地権者・関係者の事業実施承諾

他市の取組
状況

・府内市町村：同様の取組あり

担当課・
担当

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

総合計画
（章）

期待される
効果

・林業経営の集積・集約化の推進
・森林経営に適さない森林を市が経営管理する仕組みを構築し、林業の
産業としての成長、森林資源の適切な管理の両立

10,000

農林業・内水面漁業の振興 　特　定　財　源　の　内　訳

繰入金 森林環境譲与税基金繰入金 10,000

拡充

補正理由

事業費
内訳

・委託　10,000（境界明確化）

　森林環境譲与税を活用し、森林経営管理制度に基づく森林整備を推進

目　的
・

目　標

農水1

事業名 　森林経営管理推進事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

10,000

背　景
・

経　緯

・戦後や高度経済成長期に植栽された人工林が木材の伐採適齢期を迎え
ているが、長期的な木材価格の低迷などにより森林所有者の経営意欲が
低下
・市が主体となった森林所有者と意欲や能力のある林業経営者との森林
経営の仕組みづくりが必要

　■市が森林所有者から森林経営管理権を取得するための森林境界明確化の事業量を拡充
　　○実施地区：西方町
　　○事 業 量：Ａ＝400.0ｈａ

事業概要

　林業経営の集積・集約化を推進するための補正

補 正 後 予 算 額
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（単位：千円）

　■Ｉ・Ｔビルの施設改修
　　○非常用発電機改修　一式
　　○防災設備改修：火災受信機1台、煙感知器20個

事業概要

　Ｉ・Ｔビルの適切な維持管理による利用者の安全性の確保

目　的
・

目　標

事業費
内訳

・工請　32,879（施設改修）

市民参加の
状況

・Ｉ・Ｔビルの使用状況　平成30年度：19,761人
　　　　　　　　　　　　令和元年度：20,270人
　　　　　　　　　　　　令和2年度 ： 8,895人

他市の取組
状況

担当課・
担当

商工労政課　商業担当 TEL 42-4263

期待される
効果

・Ｉ・Ｔビルの適切な維持管理と利用者の安全性の確保

45,458

背　景
・

経　緯

・非常用発電機及び防火シャッターと連動する防災設備の故障が判明
し、消防法に定められた機能の回復が必要
・いずれの設備も平成8年の開館時から使用

32,800

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料 商工1

32,800 79

　Ｉ・Ｔビル大規模改修事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他事業名 拡充

商工業の振興と雇用促進 　特　定　財　源　の　内　訳

市債 市債

　施設点検により故障が判明した非常用発電機及び防災設備を改修するための補正

補 正 後 予 算 額

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節）

補正理由

一般財源

32,879
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（単位：千円）

拡充

　■販売促進活動への支援を拡充
　　○年末年始を見据えた市内事業者の販売促進等への支援

事業概要

事業費
内訳

・委託　10,000（広報支援等）

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料 商工2

事業名 　販売促進キャンペーン事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

10,000
10,000

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節） 商工業の振興と雇用促進 　特　定　財　源　の　内　訳

補正理由
　年末年始を見据えた市内事業者の販売促進活動への支援により、市内経済の活性化を図る
ための補正

補 正 後 予 算 額

目　的
・

目　標

　商工関係団体や市内の事業者が連携して取り組む販売促進活動等への支援による経済の活
性化

背　景
・

経　緯

・新型コロナウイルス感染症の収束が見えない中、市内の事業者への影
響が長期化
・第８回緊急経済対策会議において、本事業の拡充について要望

20,000

期待される
効果

・経済の活性化

市民参加の
状況

他市の取組
状況

担当課・
担当

商工労政課　商業担当 TEL 42-4263
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（単位：千円）

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

事業費
内訳

・負補　18,000（45件）

事業概要

　■京都府緊急事態措置協力金の支給対象とならない事業者の事業継続に対する支援を拡充
　　○対象者：緊急事態宣言による「人流の抑制」「飲食店でのアルコールの提供の自粛」
　　　　　　　に伴い、特に影響を受け、令和3年8～9月のいずれかの月の売上高が、対前
　　　　　　　年（又は前々年）同月比30％以上減少した市内の旅行業者・宿泊業者・交通
　　　　　　　事業者・飲食店と取引がある酒販店・リネンサプライ業者
　　○給付額：前年（又は前々年）の要請月と同じ月の1日当たりの売上高×0.4×営業日数
　　　　　　　※緊急事態宣言期間中の営業日数
　　○上限額：25千円/日

　京都府緊急事態措置協力金の支給対象とならない観光関連等事業者の事業継続

目　的
・

目　標

　緊急事態宣言による「人流の抑制」「飲食店でのアルコールの提供の自粛」に伴い、特に
影響を受け、売上が減少した事業者を支援するための補正

補 正 後 予 算 額

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節）

補正理由

拡充

商工業の振興と雇用促進

商工3

事業名 　あやべ緊急事態措置関連事業者支援事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

18,000
18,000

背　景
・

経　緯

・緊急事態宣言に伴う休業要請・時短要請に応じた飲食店等に対し、京
都府は緊急事態措置協力金の支給を行っているが、休業要請の対象と
なっていない業種においても、緊急事態宣言の影響により売上が減少し
ており支援が必要

期待される
効果

・事業者の事業継続

58,000

　特　定　財　源　の　内　訳

国補助

他市の取組
状況

・府内市町村：同様の取組あり

担当課・
担当

観光交流課　観光振興担当 TEL 42-4272

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 18,000

市民参加の
状況
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（単位：千円）

市民参加の
状況

期待される
効果

・事業者の事業継続

背　景
・

経　緯

・国は、緊急事態措置及びまん延防止等重点措置に伴う外出自粛等の影
響を受けた月の売上高が、対前年（又は前々年）比50％以上減少してい
る場合に、月次支援金（上限：法人200千円/月、個人100千円/月）を支
給

5,000

商工労政課　商業担当 TEL 42-4263

他市の取組
状況

・福知山市、舞鶴市：同様の取組あり

担当課・
担当

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

商工4

補 正 予 算 額
財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

5,000

5,000
5,000

事業名 　あやべ月次支援事業費

商工業の振興と雇用促進 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助

　緊急事態措置及びまん延防止等重点措置に伴う飲食店の休業・時短営業や不要不急の外
出・移動の自粛による影響を受け、売上が減少した事業者を支援するための補正

補 正 後 予 算 額

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節）

補正理由

新規

　■国の月次支援金において、売上減少率の要件を満たさない事業者の事業継続を支援
　　○対象者：緊急事態措置及びまん延防止等重点措置に伴う飲食店の休業・時短営業や不
　　　　　　　要不急の外出・移動の自粛による影響を受け、売上が減少した市内の中小・
　　　　　　　小規模事業者
　　○要　件：緊急事態措置及びまん延防止等重点措置により下記の①、②のいずれかに該
　　　　　　　当し、令和3年7～9月の売上高が対前年（又は前々年）比30％以上50％未満
　　　　　　　減少　※売上減少率以外は、国の月次支援金に準じた内容
　　　　　　　①緊急事態措置区域及びまん延防止等重点措置区域の飲食店と直接・間接の
　　　　　　　　取引があること
　　　　　　　②緊急事態措置区域及びまん延防止等重点措置区域における不要不急の外出
　　　　　　　　・移動の自粛による直接的な影響を受けたこと
　　○給付額：前年（又は前々年）基準月の事業収入－前年（又は前々年）同月比30％以上
　　　　　　　50％未満減少月の事業収入
　　　　　　　※基準月は前年（又は前々年）における減少月と同じ月
　　○上限額：法人100千円/月、個人50千円/月
・負補　5,000（35件）

事業概要

事業費
内訳

　売上の減少率が国の月次支援金の支給要件を満たさない事業者の事業継続

目　的
・

目　標
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（単位：千円）

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料 商工5

事業名 　感染防止対策認証制度推進事業費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

10,000
10,000

目　的
・

目　標

　「京都府新型コロナウイルス感染防止対策認証制度」の促進による、安全・安心に飲食店
を利用できる環境整備及び市内の飲食店の事業継続

背　景
・

経　緯

・京都府が「新型コロナウイルス感染防止対策認証制度」により飲食店
の感染防止対策を推進
・市内事業者の事業継続を支援するため、本市としても認証制度の促進
が必要

10,000

　■「京都府新型コロナウイルス感染防止対策認証制度」による認証を受けた飲食店への給
　付金
　　○支給額：1店舗当たり100千円

補正理由
　京都府が飲食店における感染防止対策をさらに進めるために実施する「京都府新型コロナ
ウイルス感染防止対策認証制度」を促進するための補正

・事業者の事業継続と安全・安心な飲食店の利用

　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 10,000

補 正 後 予 算 額

・府内市町村：同様の取組なし

担当課・
担当

商工労政課　商業担当 TEL 42-4263

事業概要

事業費
内訳

・負補　10,000（100店舗）

新規

他市の取組
状況

期待される
効果

市民参加の
状況

総合計画
（章）

産業をおこし豊かなくらしのあ
るまち

（節） 商工業の振興と雇用促進
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（単位：千円）

背　景
・

経　緯

・新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが立たない状況の中、感染
防止対策の強化が必要
・気管挿管を行う際のエアロゾルの発生による汚染を最小限とすること
ができるビデオ喉頭鏡の導入が必要

　■気管挿管を行う際に発生する感染リスクの低減を図るための資機材の整備等
　　○ビデオ喉頭鏡一式　3台
　　○気管挿管実習

事業概要

　新型コロナウイルス感染症患者等の搬送時における、感染防止対策の強化に必要な資機材
の整備等を行うための補正

補 正 後 予 算 額

事業費
内訳

・備品　1,085（ビデオ喉頭鏡）
・負補　   50（実習負担金）

　救急隊員の安全確保及び感染拡大の防止を図ることにより、救急業務を安定的に継続でき
る体制を確立

目　的
・

目　標

消防1

事業名 　救急業務費
補 正 予 算 額

財　　　源　　　内　　　訳
国庫支出金 府支出金 市　債 その他 一般財源

1,135
1,135

令和３年度　９月補正予算　主要事業説明資料

総合計画
（章）

期待される
効果

・救急隊員の安全確保及び感染拡大の防止

消防・救急体制の充実 　特　定　財　源　の　内　訳

国補助 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 1,135

拡充

補正理由

消防本部　警防課　救急担当 TEL 42-0119

市民参加の
状況

他市の取組
状況

・府内市町村：同様の取組あり

担当課・
担当

平和をねがい祈りのあるまち （節）

10,293
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　特別会計

一般財源

その他70,581 65,695

後期高齢者医療特別会計 11,425 11,425

介護保険特別会計

国民健康保険特別会計 608 608

4,896,676 高齢者支援課
4,886 ■令和２年度繰越金等の積立金

■事業の精算等に伴う過年度国・府支出金等の返還金

3,542,950 市民・国保課
■令和２年度繰越金の積立金

（単位：千円）

会計名 補正予算額
財源内訳

事業の概要 補正後予算額 担当課 説明資料
特定財源

633,120 市民・国保課
■令和２年度繰越金の追加納付
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